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高知大学医学部附属病院における医療に係る安全管理のための指針 

 

 

高知大学医学部附属病院（以下「本院」という。）は、医学における診療、教育及び研究の発展に

貢献するとともに、特定機能病院として先端医療を担い、同時に安全な医療を実現する使命を負って

いる。安全な、安心できる医療の提供は医療安全管理の果実そのものであり、パートナーシップに基

づく医療の礎であり、また医療従事者一人一人の健康と安全の支柱である。 

安全で質の高い医療の提供のためには、個々の医療従事者が法令や院内ガイドライン・マニュアル

を遵守するとともに、病院全体として組織的に取り組み推進することが不可欠である。 

そこで、本院における「医療に係る安全管理の指針」を次のとおり定める｡ 

 

 

１．安全管理に関する基本的考え方 

医療事故の防止については、医療行為に関わる個々の職員の自覚が重要であることは言うまでも

ないが、高度に細分化・複雑化する医療環境の中で、個人に依存した事故防止では限界がある。 

「人間はエラーを犯す」という前提に立ち、エラーを誘発しない環境や、起こったエラーから学

び事故を未然に防ぐことができるシステムを病院全体として整備し、患者の立場に立ち、患者が安

心して医療を受けることができる環境を整える｡ 

 

２．医療に係る安全管理のための委員会その他組織に関する基本的事項 

本院の医療に係る安全管理の確保及び推進のために、医療事故調査委員会、医療問題調査委員会

及び医療安全管理委員会を置き、病院長及び医療安全管理責任者（副病院長（医療安全管理担当））

の統括の下で、医療安全管理部が中心となり、病院全体で組織的・継続的に安全管理に取り組んで

いく。 

医薬品、医療機器及び診療用放射線に関しては、それぞれに安全管理責任者を配置し安全管理を

行うものとする。 

また、これらの取り組みの適正な執行について外部監査を行い、必要に応じた是正措置を講ずる。 

 

３．医療に係る安全管理のための職員研修に関する基本方針 

医療に係る安全管理のための基本的考え方及び具体的方策について、職員に周知徹底することで、

個々の職員の安全に対する意識、安全に業務を遂行するための技能やチームの一員としての意識の

向上等を図ることを目的として、全職員を対象とした医療安全管理研修会及び感染対策研修会を開

催し、その実施内容について記録する。職員は、それぞれの研修に年２回以上参加しなければなら

ない。 

 

４．医療に係る安全の確保を目的とした、事故報告等の改善のための方策に関する基本方針 

病院長のもとに医療安全管理部を置き、事故報告等の状況、原因の調査、分析、対策及び再発防

止についての検討の状況等を報告させ、本院における問題点を把握し、改善策の企画立案及びその

実施状況を評価する。 
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５．医療事故等発生時の対応に関する基本方針 

本院における医療を通じて、患者に何らかの事故等が発生した場合には、迅速かつ適切な臨床的

対処を行い、救命や回復に全力を注ぐと共に、患者や家族に十分な情報提供を行う｡ 

また、事故情報は早期に把握することが重要であり、医療安全管理部への報告は迅速に行うもの

とし、重大な事故の発生時には速やかに病院長へ報告する。いずれの場合でも報告は診療録や看護

記録等に基づき作成する。 

報告のあったインシデント及びオカレンスについては、医療安全管理委員会において原因の分析、

解決策及び再発防止策等の企画・立案を行い、院内に周知徹底する。 

本院の医療事故公表基準に該当する可能性がある事故等については、速やかに医療問題調査委員

会を開催し、病院長の指揮のもとに迅速性と即応性、客観性と公正性を有する意思決定と行動をと

る。さらに専門性の高い事案については、その領域の専門家複数名に検証を依頼する。 

なお、医療事故調査制度（平成 27年 10月１日制度施行）の対象となる死亡又は死産に該当する

と病院長が判断した場合は、医療事故調査委員会を開催する。 

このような基本方針を維持することによって、患者や家族、さらには社会への説明責任を果たす。 

 

６．患者や第三者などに対する当該指針の閲覧に関する基本方針 

本指針は、本院のホームページに掲載するとともに患者や第三者などの希望に応じて、閲覧に供

する。 

 

７．患者からの相談への対応に関する基本方針 

患者相談窓口、がん相談窓口を設置し、患者の意見を取り上げ、また、相談を受けられる体制を

確保する。相談にあたっては、患者や家族等が不利益を受けないよう適切な配慮を行う。 

患者や家族への対応は、医療安全管理部と連携しつつ、相談・苦情対策委員会が行う。 

 

８．その他医療安全の推進のために必要な基本方針 

１）安全な医療を提供するために必要な情報は、院内の職員全員で共有できるように、適宜、医

療スタッフマニュアルや教職員掲示板等の適切な方法を用いて周知徹底する。 

２）｢医療事故防止マニュアル｣を作成のうえ周知するとともに、必要に応じて改善していく。 

３）高難度新規医療技術等を用いた医療を提供する場合には、関係学会から示された「高難度新

規医療技術の導入を検討するに当たっての基本的な考え方」やガイドライン等を参考に実施する。 


